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シフト

農村において人口減少と高齢化が並行して進行。農業集落の小規模化が進行

 農村では人口減少と高齢化が並行して進行。
2020年の人口は、2015年に比べて都市で2％増加
したのに対して、農村では6％減少

 総戸数が9戸以下の小規模な農業集落の割合は、
2020年は、2010年に比べて1.2ポイント増加し
7.8％となるなど、農業集落の小規模化が進行

 集落機能の維持はその地域の農地保全や農業生
産活動の継続にも影響。農村における労働人口の
確保やコミュニティ機能の維持は重要な課題

 一方、農村では、妻が45～49歳である夫婦の平
均出生子ども数が、都市を上回る状況

第３章 農村の振興

農村・都市部の年齢階層別人口
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資料：総務省「国勢調査」を基に農林水産省作成
注：国勢調査における人口集中地区(DID)を都市、人口集中地区以

外を農村としている。

 地方暮らしやUIJターンを希望する人のための移住相談
を行っている認定NPO法人ふるさと回帰支援センターへの
相談件数は、近年増加傾向で推移

 関係府省による地方移住促進施策により、将来的な農村
の活動を支える主体となり得る人材の確保を推進

 ワーケーションの受入れに必要な施設改修、環境整備等
について、農泊地域での取組を支援

 「デジタル田園都市国家構想」の実現に向けて、中山間
地域等におけるデジタル技術の導入・定着を推進する取組
や情報通信環境の整備等を支援 

関係府省による地方移住促進施策により、将来的な農村の活動を支える主体となり得る人材の確
保を推進

移住促進の事例

「東シナ海の小さな島ブランド株式会社」は、島の日常の魅力を
発信し、地域活性化や移住促進の取組を展開(鹿児島県)
資料：東シナ海の小さな島ブランド株式会社

農村・都市の平均出生子ども数
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向
基本調査(結婚と出産に関する全国調査)」を基に
農林水産省作成

注：妻の調査時年齢が45～49歳の夫婦(初婚同士)を対象
に算出された出生子ども数の平均値



54

特集 変化する我が国の農業構造
シフト 第３章 農村の振興

 従来の6次産業化の取組を発展させて、農林水産物や農林水産業に
関わる多様な資源を活用し、他分野と組み合わせて付加価値を創出
する「農山漁村発イノベーション」を推進。農林漁業者や地元企業
等多様な主体の連携を図りつつ、ソフト支援、ハード支援、専門家
派遣等の伴走支援等を実施

 6次産業化に取り組む農業者等による加工・直売等の農業生産関連
事業の2021年度の年間総販売金額は、前年度に比べ337億円増加し2
兆666億円

6次産業化の取組を発展させ、「農山漁村発イノベーション」を推進

農山漁村発イノベーションの事例

株式会社エーゼログループは、木材加工品製造の過程で発
生する木くずを活用した完熟いちご栽培のほか、観光農園、
カフェ経営やジビエの加工・販売等の他分野と組み合わせた
付加価値を向上させる多様な事業を展開(岡山県)
資料：株式会社エーゼログループ

 農村関係人口については、「農山漁村への関心」や「農山漁村への
関与」の強弱に応じて多様な形があると考えられ、段階を追って徐々
に農山漁村への関わりを深めていくことで、農山漁村の新たな担い手
へとスムーズに移行していくことが期待

 2023年9～10月に実施した世論調査によれば、今後の農村地域との
関わりの持ち方として、農村地域の特産品の購入をあげた人が約5割

 農山漁村地域での子供の農林漁業体験、宿泊体験を後押しする「子
ども農山漁村交流プロジェクト」を推進

 都市から農村に移住し農業と別の仕事を組み合わせた「半農半X」
の取組が広がり。半農半Xを実践する者等の増加に向けた方策として、
人口急減地域特定地域づくり推進法の仕組みの活用を関係府省と連携
しながら推進

農村関係人口の創出・拡大や関係の深化を図る取組を推進。「半農半X」の取組が広がり
今後の農村地域との関わり(上位6位まで)

資料：内閣府「食料・農業・農村に関する世論調査」(2024年1月公表)を
基に農林水産省作成
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圃場が未整備の農地や土地条件が悪い農地を中心に、荒廃農地が発生

荒廃農地 の発生原因(土地)

資料：農林水産省「荒廃農地対策に関する実態調査」を基に作成

山あいや谷地田など、

自然条件が悪い

25%

基盤整備がさ

れていない

16%

区画が不整形

16%

接道がない、

道幅が狭い

16%

集落から距離

が離れている

11%

農地と林地の

縁辺部

11%

農地の境界が不明

2%
その他

3%

荒廃農地の発生原因(所有者)

高齢化、病気

30%

労働力不足

19%
地域内に居住していない

(不在村地主)

17%

地域内に居住して

いるが、農業を営

んでいない

16%

農地を保全す

ることに関心

がない

10%

所有者が不明

4%

資産的保有意識が高く、農

地を貸したがらない

3% その他

1%

 荒廃農地の面積は近年おおむね横ばい傾向で推移。2022年は
前年と比べて0.7万ha減少し25.3万ha。このうち再生利用が可能
な農地は9.0万ha、再生が困難と見込まれる農地は16.3万ha

 2021年に実施した調査によると、荒廃農地の発生原因につい
て、土地の条件に着目した要因としては、「山あいや谷地田な
ど、自然条件が悪い」の割合が25%で最多。また、所有者に着
目した要因としては「高齢化、病気」の割合が30%で最多

 荒廃農地の発生防止に向けて、地域計画策定の推進、農地の
受け手の確保、農地バンクを活用した農地の集積・集約化等に
より、農地の効率的かつ総合的な利用を推進。さらに、日本型
直接支払制度による営農の下支え、粗放的な利用による農地の
維持・保全等総合的な取組を実施

 荒廃農地の解消に向けて、農業委員会による所有者への利用
の働き掛け等とともに、荒廃農地の解消事例を広く周知

 農村では人口減少や高齢化が進行する中、地域の共同活動や農業生産活動等の継続が困難となり、多面的機能の発揮や末端
農業インフラの維持が困難となることが懸念

 農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、多面
的機能支払制度、中山間地域等直接支払制度、環境保全型農業直接支払制度の三つから構成される日本型直接支払制度を実施

農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、日本型直接支払制度を実施
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集落機能を補完する農村RMO(農村型地域運営組織)の形成を推進

 複数の集落の機能を補完して、農用地保全活動や農業を
核とした経済活動と併せて、生活支援等地域コミュニティ
の維持に資する取組等を行う組織である農村RMO (農村型
地域運営組織)の形成が重要

 農村RMOを目指す団体等が行う農用地保全、地域資源の
活用、生活支援に係る将来ビジョンの策定、ビジョンに基
づく調査、計画作成、実証事業等の取組を支援

 また、地方公共団体や農協、NPO法人等から構成される
都道府県単位の支援チームや、全国プラットフォームの構
築を支援し、農村RMOの形成を後押し

農村RMOの形成に関する推進体制

資料：農林水産省作成

伴走支援

⃝ 農村RMOを目指す地域に対し、部局横断的な支援チームを形成し、伴走支援
都道府県レベルの支援チーム

○地域おこし協力隊
○地域プロジェクト
マネージャー

○地域活性化起業人
○生活支援コーディ
ネーター 等

各府省の制度活用

事務局

農用地保全 地域資源の活用

協議会
自治会・町内会
社会福祉協議会など

集落協定、集落営農
農業法人 など

多様な人材の参画

地域の将来ビジョン（地域住民の共通認識）に基づく取組

複
数
の
集
落
機
能
を
補
完

○内閣府
○総務省
○文部科学省
○厚生労働省
○国土交通省
○農林水産省 等

農村RMO

全国レベルの支援
⃝ 農村RMOに関する制度や事例の周知・知見の蓄積・共有

生活支援

中山間地域の農業や都市農業の振興を推進

 中山間地域は、食料生産の場として重要な役割を担う
一方、傾斜地等の条件不利性や、高齢化・人口減少、担い
手不足等、厳しい状況に置かれており、将来に向けて農業
生産活動を維持するための活動を推進していく必要

 米、野菜、果樹等の作物の栽培や畜産、林業も含めた多
様な経営の組合せにより所得を確保する複合経営を推進

 地域資源やデジタル技術を活用し、地域の活性化を図る
「デジ活」中山間地域について、2023年度は55地域を登録

 都市農業は、新鮮な農産物の供給や農業体験等において
重要な役割。2022年の生産緑地地区の農地面積は前年並み
の1.2万ha

中山間地域における複合経営の事例

高原の自然と田園風景が広がる中山間地にて減農薬のぶどうや水
稲等の複合経営を実施(長野県)
資料：有限会社ウッドベルファーム
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 シカやイノシシ、サル等の野生鳥獣による農作物被害額については、
2010年度の239億円をピークに減少したものの、2022年度は前年度
に比べ0.5億円増加し156億円となり、依然として深刻な状況

 鳥獣被害防止特措法の下、広域的な捕獲の推進等の取組を支援。ま
た、シカの生息頭数が増えている地域等を対象に早急にシカの生息頭
数を大きく減らすための捕獲対策を総合的に支援。農業現場における
クマ類の出没や人身被害防止等に対する注意喚起を実施

 ジビエについては、プロモーションやハンター向けの研修等の取組
を実施

野生鳥獣による農作物被害額

資料：農林水産省作成
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鳥獣被害の防止やジビエの利活用等の取組を促進

 農泊は、農山漁村ならではの地域資源を活用した様々な観光コンテ
ンツを提供し、農山漁村への長時間の滞在と消費を促すことにより、
農山漁村における「しごと」を作り出し、持続的な収益を確保して地
域に雇用を生み出すとともに、農山漁村への移住・定住も見据えた関
係人口の創出の入り口とすることを狙いとしている。

 2022年度における農泊地域の延べ宿泊者数は、前年度に比べ163
万人泊増加し611万人泊

 2023年3月に閣議決定された「観光立国推進基本計画」において、
農泊地域での年間延べ宿泊者数を2025年度までに700万人泊とする
ことを位置付け

 2023年6月に、農泊推進のあり方検討会において、年間延べ宿泊者
数の目標達成に向け、「新規来訪者の獲得」、「来訪１回あたり平均
泊数の延長」、「来訪者のリピーター化」を目指す、農泊推進の取組
の方向性を取りまとめた「農泊推進実行計画」を策定

地域資源を活かした魅力ある観光コンテンツを提供し、農泊を推進

農泊地域の延べ宿泊者数

資料：農林水産省作成
注：1) [ ]内は、各年度までに採択した農泊地域数

2) 延べ宿泊者数は、各年度中に採択した農泊地域数を対象とした数値
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